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１．はじめに

最近，単調比較静学やスーパーモジュラー・ゲームの理論など，補完性を前提とした研究が数
多く行われている。例えば，Topkis ［16］においては，企業収益を表す関数

 

を研究対象として，補完性に関連した特性を考察している。ここで，  は企業の決
定変数，  は外生変数である。pは企業が生産する製品に対する価格，  は需
要量とし，企業はその量だけ生産し販売するものとする。  は製品の生産水準 zに依存
したコスト，  は生産水準に依存しないコストとする。Topkisは，  が  に関し
て増加的かつスーパーモジュラー，  が各  に対して zに関して増加的，
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〈要 約〉
経済や企業活動において，補完性はひとつの重要な特性である。従来，関数のスーパーモジュ
ール性や差分増加性という形でアクティビティ間の相互補完性に関わる研究に焦点が当てられて
いたが，本論では，同一のアクティビティに係る自己補完性の概念を導入し，これら３種類の補
完性の間の関係に着目した理論を考察する。特に，相互補完性から自己補完性が発生したり，自
己補完性を有するコア・アクティビティに補助的アクティビティを整合的に追加して強化してい
く中で相互補完性が発生したり，というような，異なる種類の補完性のからみ合いに関する研究
結果を示す。このからみ合いによる補完構造の複雑化は，企業のような組織において，アクティ
ビティという機能面の階層的発達に対応したものと考えられる。本論では，補完性に関する諸定
理を紹介するだけでなく，それらを分析ツールとして，企業内の諸アクティビティと補完性との
関わり方を考察する。
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相互補完性，自己補完性，アクティビティ，凸性，差分増加性，スーパーモジュール性，スー
パーモジュラー・ゲーム，整合性，互恵性，階層構造
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 が各  に対してに関して凹，  が  に関してサブモジュラー，
 が  に関してサブモジュラーである時，次の結果を得た。（a）  は  に

関してスーパーモジュラーである。（b）  は tに関してスーパーモジュラ
ーである。（c）  は  に関して増加的である。これらの結果は，（a）で述
べられている  のスーパーモジュール性に依存している。  のスーパーモジュー
ル性は，それを構成する各関数に対する仮定を統合する形で，補題 3 . 1  ［14］を用いて示される。
合成関数がスーパーモジュラーとなるための十分条件を与えるこの補題は，Topkis ［17］におい
て補題 2 . 6 . 4 として一般化された。ここでは，その補題を本論での展開に適した形に修正した
版を次に示す。

定理 1 .（補題 2 . 6 . 4  ［17］の変種［ 5］） Xは束，  は，  に対して，X上で増
加的かつスーパーモジュラーであるとする。  は，  に対して，  の凸部分集合で，

 の値域を含み，  は  上で  に関してスーパー
モジュラーで，各  に対して，  に関して増加的かつ自己差分増加的であるとする。
このとき，合成関数  はX上で xに関してスーパーモジュラーである。

木戸［ 5］では，補完性を自己補完性（例：凸性，自己差分増加性など）と相互補完性（例：（相
互）差分増加性，スーパーモジュール性など）に大きく二分した上で，合成関数の相互補完性を
示した Topkisの補題 2 . 6 . 4 に対応させた形で，合成関数が自己補完性を持つための十分条件に
関して次の結果を得た。

定理 2 .（［ 5］） Xは  に含まれる凸部分束とし，  とする。各  対
して，  は，X上で増加的で，さらに  に関して自己差分増加性を持ち，  は  の凸部
分集合で  の値域を含むものとする。  は  上の実数値関数で，

 に関して相互差分増加性を持ち，各  に対して，  に関して増加的
かつ自己差分増加性を持ち，かつ，  に関して自己差分増加性を持つとする。このとき，合成
関数  は，  に関して自己差分増加性を持つ。

両者を見比べてみると，自己補完性と相互補完性という 2種類の補完性がからみ合う形で，合
成関数におけるそれぞれの補完性が導かれることがわかる。冒頭に示した例を少々飛躍を伴って
一般化することにより，次のような考えにいたる。今，組織全体の補完性を証明すること，ある
いは確立することが重大事だったとしよう。このとき，冒頭の例では組織全体の利益が合成関数
の形で示されているように，通常，組織は何らかの構造を持っているだろう。特に，階層構造が
典型的な構造であると考えられるが，そのような（特に機能的側面から捉えた）構造と補完性の
間に密接な関係が見出せるのではないか？ ［ 5］では，この問題に対して，補完性に係る機能
的な（階層）構造がある条件を満たすならば，補完性が成立する範囲を拡げたり（あるいは補完

三 田 商 学 研 究



33

性を強化したり），新たな補完性を発生させることが可能であることを，合成関数の自己補完性な
らびに相互補完性を示す定理の形で考察した。本論では，第 2節において ,諸定義・諸概念の準
備をしながら，応用し易い形の定理に限定して，その命題ならびに解釈を紹介する。
続く第 3節では，ある仮想的な企業において，その社内および社外（環境）との関わりにおいて，
補完性と直結した機能がどのようなアクティビティとして表れるのか，また，より一層の補完性
の追求と表裏一体である機能上の階層構造がどのようなアクティビティで構成されるのか，具体
的な考察を試みる。
最後に第 4節では，本論の延長線上で可能となる補完性分析の適用範囲に関して簡単に触れて

結語とする。

２．補完性分析の機能的方法

（ 1） 補完性に関する諸定義
まず，本論に必要な範囲で，さまざまな補完性の概念を明確にしておこう。歴史的には，補完

性に関して多くの定義が考察されてきた。例えば，補完財の定義およびそれらの歴史的経緯に関
しては，Samuelson ［13］に詳しい。Topkis ［15］［16］［17］やMilgrom=Roberts ［10］による補
完性の定義（具体的には，差分増加性やスーパーモジュール性の定義）は，補完財に対する定義と
は少し異なり，エッジワース＝パレート補完性［ 4］の延長上にある。その理由としては，対象
として考えているものが，市場における財というよりも，主に，企業内の諸アクティビティであ
ることによる，と考えられる。本論においても，実行可能なアクティビティ（水準）の組を制約
集合とし，そこでのある特定の利得に関する補完性を主たる対象とする。特定の利得の例として
は，純利益，売上高， コスト（コストにマイナス符号を付けたもの）などの評価尺度が典型的で
ある。ただし，より一般に，社内的な成績評価，あるいは特定のチーム内の成績評価であっても
良い。その制約集合は，物理的なリソースや技術・情報・ノウハウ・ルーティンなどを幅広く含
むケイパビリティにより定まると考えるならば，企業における経営戦略は，ユーザーやライバル
企業といった外部環境と自社の既存ケイパビリティを鑑みて，より多くの利得をもたらすであろ
うケイパビリティに換えていくことを目的に含む。この点を明示する時，制約集合は，企業戦略
（正確には，企業戦略水準のベクトル）をパラメータに持つ集合として定式化される。
ここで，利得関数を  上の実数値関数 f，制約集合を  とし，fに関する補完性を考

えよう。エッジワース＝パレート補完性は任意の相異なる 2つのアクティビティ iと jの間の相
互の補完性を表す概念で，アクティビティ iを一定水準増加させたときの利得の増加が，アクテ
ィビティ jの水準が高いほど大きいことをいう。これをそのまま定式化したものが差分増加性，
より明確には相互差分増加性，の定義である（後で，より一般的な枠組みで定義を述べ直す）。具体
的な例として，範囲の経済性は，－コスト関数が相互差分増加性を持つことの必要条件である（正
確には  を前提とする）。これに対し，規模の経済性は，－コスト関数を評価尺度とする
点は同じであるが，ある一つのアクティビティ iのみに関する補完性，より明確には自己補完性，

補完性と階層構造
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に関連した概念である。一般的に定式化すると，アクティビティ iを一定水準増加させたときの
利得の増加が，増加させる前の水準  が高いほど大きいとき，fは  に関して自己差分増加性
を持つという。厳密に定義すると，  上の実数値関数 fが  に関して自己差分増加性を持つ
とは，任意の ，任意の ，任意の  に対して，

  （1）

が成り立つことである。ここで，  は，  を表し，  は，
 を表すものとする。また，強い意味で自己差分増加性を持つとは，

式（1）が常に真の不等号で成り立つことをいう。  に関する自己差分増加性は，fが  に関し
て連続である場合，  に関する凸性と同値である（Lemma 2 . 6 . 2 （c）［17］を参照）。
相互補完性は，その定義に加法を必要としないので，通常，より一般的な空間で定義される。

また，相互補完性には 2種類の概念，すなわち相互差分増加性とスーパーモジュール性が考えら
れ，両者の間の概念上の開きが深い含意を持たせる得る余地となる。まず，束とそれに関連した
概念の定義から始めよう。
Xを半順序  を持った半順序集合とする。  であるが，  であるとき，  

と表す。Xの任意の要素  と  に対し，  か  のいずれかが成り立つ時，Xを
鎖という。半順序集合Xに属す 2つの要素  と  がXの中で最小上界を持つとき，それを 

 と  の合併といい，  で表す。また，  と  がXの中で最大下界を持つとき，そ
れを  と  の交わりといい，  で表す。半順序集合が，その中の任意の要素の組に対す
る合併と交わりを共に含んでいる時，それを束という。Xを束としよう。  がXの部分集合で，

 の要素の任意の組に対する（Xにおける）合併と交わりを含むならば，  を，Xの部分束
という。
XとTは半順序集合，  は，  のある部分集合 S上の実数値関数とする。  

に対し，  で，Sの tにおける切片  を表す。もし，Tに属する全ての 

 に対して，  が  上で，xに関して増加的ならば，すなわち， 
 に属する任意の  に対して，

 

が成り立つならば，  は S上で  に関して相互差分増加性を持つという。また，任意
の  と任意の  に対して，上式が真の不等号で成り立つならば，強い意味で相互差
分増加性を持つという。この定義は，Aを集合とし，任意の  に対して  は半順序集合，
Xは  の部分集合とした時，X上の実数値関数  に対してまで自然に拡張される（詳
しくは，Topkis ［17］を参照せよ）。
次に，もうひとつの相互補完性の概念を定義する。  は，束X上の実数値関数とする。も

し，任意の  と  に対して，

三 田 商 学 研 究
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であれば，  はX上で xに関してスーパーモジュラーであるという。また，Xにおける任
意の順序付けられない  と  に対して，上式が真の不等号で成り立つならば，強い意味でス
ーパーモジュラーであるという。

ここで，今までに定めたいくつかの補完性概念に関する性質を簡単にまとめておこう。まず，
鎖において（従って  において），任意の実数値関数はスーパーモジュラーである（Example 

2 . 6 . 2 .（a） ［17］を参照）。このことから，スーパーモジュール性は同一のアクティビティの間
の自己補完性には関わらない概念である，ということがわかる。また，明らかに，自己差分増加
性の定義には 2つのアクティビティ間の関係は入りえないので，自己差分増加性と相互補完性と
は独立な概念である。では，相互差分増加性とスーパーモジュール性という 2種類の相互補完性
の間には，どのような関係があるだろうか？　次の関係が良く知られている。

定理 3 .（Theorem 3 . 1 ［15］） Aは集合，任意の  に対して  は束，Xは  の
部分束とする。この時，  がX上で xに関してスーパーモジュラーならば，  はX上で 

 に関して相互差分増加性を持つ。

定理 4 .（Theorem 2 . 6 . 2 ［17］）  は束，  が  上で  に
関して相互差分増加性を持ち，さらに，  が，各  に対して，  以外の任意の座
標 iにおいて成分  を固定して考えた時，  上で  に関してスーパーモジュラーであ
るとすると， は  上で xに関してスーパーモジュラーである。

系 1 .（Theorem 3 . 2 ［15］）  が鎖で，  が  上で  に関し
て相互差分増加性を持つならば，  は  上でスーパーモジュラーである。それゆえに，

 上の任意の実数値関数は，n変数関数として考えた時，相互差分増加性とスーパーモジュー
ル性が一致する。

両者の関係を，企業組織と関連させて，もう少し考察してみよう。出発点となるアイデアは，
定理 4を，部署内補完性＋部署間補完性＝全社的補完性を表す階層定理と解釈することである。
すなわち，企業組織が次のような階層構造を持つものとする。  は，それぞれ，互い
に独立に意思決定可能な部署におけるアクティビティ（水準）ベクトルの全体を表し，各部署の
アクティビティ・ベクトルの組 xによって，企業の利得  が定まるものとする。このとき，

 上での  に関する相互差分増加性は，部署間の相互補完性を意味
する。また，  上における  に関するスーパーモジュール性は，部署内の相互補完性を意味
する。従って，定理の主張は，各部署内の相互補完性と，各部署間の相互補完性から，全社的な

補完性と階層構造
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相互補完性が従う，と解釈される。つまり，全社的な補完性を示そうとした時，組織構造をうま
く利用すれば，「補完性を証明する」という問題を小さく分解することができる，ということで
ある。ただし，その前提として，Xが  ときれいに分解されるように，組織構造が補完構
造と合致したものになっている必要がある。この前提条件は次のことを含意する。一旦制度化し
た組織構造は，一般的には，環境の変化に対してかなり頑健であることを考えると，この前提が
長期間にわたって満たされるためには，組織は，環境の変化に応じて補完性を維持できるという
意味では，その構造を柔軟に調整可能であるという一種逆説的な能力を持つことが要求されるこ
とになる。ここで，階層構造を持った企業において，スーパーモジュール性と差分増加性の違い
を，整理を交えながら，もう少し掘り下げて考察しておこう。差分増加性は，相異なる  の間，
すなわち，部署間の補完性にのみ着目する概念であり，スーパーモジュール性は，同じ

 上で考えた場合でも，部署間はもちろんのこと，各部署内の補完性にも言及する
概念なのであった。ただし，その補完性は，企業利得に関する任意の相異なる 2つのアクティビ
ティ間の相互補完性までであり，単一のアクティビティに関する自己補完性には及ばない。ここ
で，各部署は互いに独立に部署内の各アクティビティ水準を操作可能で，各部署 iが操作するア
クティビティ・ベクトルを ，ただし各  は鎖， と表せたとき，

 と，全社の補完性を個別的なアクティビティのレベルまで細かく分解して捉
えることもできるはずである。このとき，各  は鎖で，その内部には，もはや相互的な補完
性が発生する余地や複雑さはない。従って，今明確化した相互差分増加性とスーパーモジュール
性の意味合いから考えても，この細かい分解  上では，両者の概念は一致する。すなわち，
X上で  に関する相互差分増加性とスーパーモジュール性は同
値である。これが系 1の意味する所である。それならばなぜ，全ての分析を最小単位のアクティ
ビティのレベルで行わないのか？その問に対しては，次のように述べることができる。人は，複
雑なシステムを単純化することにより，理解を深めることができる。似たようなもの，関連した
ものをひとくくりにして概念化することにより単純化を推し進め，思考の節約をすることによっ
て，もう一段複雑な構造を理解し，操作することができるようになるのである。その結果として
の階層構造であるから，その階層構造に根ざした補完性概念が生まれることは，何らの不思議も
ないのである。むしろそれは，人の思考過程と整合し，補完構造の認識を容易にするであろう。（2）
節で紹介する理論は，この発想をさらに推し進め，企業内の機能的な階層構造，あるいはアクテ
ィビティもしくはコンピタンスの構造化された配置に基づいて，全社的な補完性を導き出すため
に創られたものである。

最後に，もう一つ概念を定義しておこう。この概念においても，相互差分増加性とスーパーモ
ジュール性という 2種類の相互補完性を使い分けることが自然であることが理解される。さて，
これまで議論してきた補完性概念は，人（プレイヤー）を表に出さないものだった。しかしながら，
各アクティビティの水準が意思決定の結果であり，意思決定者により利得が必ずしも同一とは限
らない場合，誰の意思決定か，ということは重要な要素になる。すなわち，全てのアクティビテ
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ィ水準を一人の支配者のようなプレイヤーが決定できる場合は今までの枠組みで良い。しかし，
複数のプレイヤーが，それぞれ独立して意思決定可能なアクティビティを持ち，全プレイヤーの
利得が同一の尺度ではない場合が問題となる。その場合，まず，誰の利得関数に関する補完性で
あるかを意識する必要が出てくる。次に，アクティビティの集合を，自分が意思決定する変数と，
他のプレイヤーが意思決定する外生変数に分割して考えなければならない。すなわち，プレイヤ
ー iの利得関数  に関して，プレイヤー iの決定変数  とプレイヤー jの決定変数  の間に
相互補完性（相互差分増加性）があるか，といったことが問題になってくる。このように，主体
となるプレイヤーの違いを意識した補完性は，戦略的補完性［ 2］と言われている。この場合，
自然な発想として，プレイヤー jの利得関数  に関する補完性も気になるであろう。実際，  

と  の両方が，  と  に関する戦略的補完性を持つ状況が重要である。追加の仮定として，
 が  に関してスーパーモジュラー，  が  に関してスーパーモジュラーであることが満た

されれば，この状況はスーパーモジュラー・ゲームと言われている。両者が戦略的パートナーと
して，互恵性を追求する対話をすることが有益な状況である。

（ 2） 諸命題とその解釈
次の定理は，アクティビティを階層的に拡大して作られた組織構造に応用することが意図され

ている。

定理 5 .（整合性に基づく補完性拡大定理［ 5］）  はそれぞれ  は束，
Aは  の凸部分束で，  とする。実数値関数  は，

 上で  に関してスーパーモジュラーで，任意の 

 に対して，  に関して増加的かつ自己差分増加性を持つとする。さらに，各 

 に対して，  は A上の実数値関数で aに関して増加的かつスーパーモジュラ
ーで，  に関し自己差分増加性を持つとする。
このとき，  は，  上で  に

関してスーパーモジュラーで，  に関し自己差分増加性を持つ。

定理 5は，次のように解釈できる。ある企業において，利得がアクティビティ   の
実数値関数で近似されるものとしよう。中でも，アクティビティ  は特に重要で，各 

 は，更に補助的アクティビティの集合  で補強されている
とする。  と，それを補強する  に属す各アクティビティは整合的で，一つの方向性を持つと
する。すなわち，この整合性は，ある社内的な評価尺度  が存在して，

  は，  に関してスーパーモジュラーで，コア・アクティビティである に関
して自己差分増加的である，と条件付けられるものとする（  に関しては，第 3節の脚注 1を参照

せよ）。このとき，他のコア・アクティビティ ，は有意な変数に含まれ
ていないので，条件式（1）が常に等号で成立しているという意味で  に関して自己差分増加
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的でもある。さらに，企業の利得関数は，コア・アクティビティの水準  を，それらの特
徴 を 適 切 に 捉 え た 1 次 元 評 価 尺 度  の 値  に 置 き 換 え て，

 と表すことが近似的に妥当で，さらに，  

に関してスーパーモジュラーであるとする。このとき企業利得が，各コア・アクティビティを方
向付ける  に関して，増加的かつ自己差分増加性を持つならば，企業利得は，コア・
アクティビティ  と，それらに対する追加的な補助的アクティビティの集合を表す 

 の各変数を合わせた ，および当初から考えていた補助的なア
クティビティ  の関数として，スーパーモジュラーである。すなわち，当初のアク
ティビティと，補強のために導入した追加的な補助的アクティビティの全体は補完的である。ま
た，企業利得は，各コア・アクティビティ  に関して依然として自己差分増加性を持つ。最後に，

 は評価尺度  に影響を及ぼすことはなく，また，企業利得の定まり方に関し，
 は  の値を通して間接的にのみ  と係わりを持ち得ることが暗

黙に想定されていることに注意しておこう。
定理 5は，補助的なアクティビティ  が重複しないように分割されている必要がなく，

一つの補助的アクティビティが複数のコア・アクティビティと相互作用を持つ場合にも適用でき
る。この点が，重複のない分割を前提とした階層定理（定理 4）と大きく異なる点である。
以上で，自己補完性を持ったアクティビティがあれば，それを核として組織が自己補完性を保

ちながら階層的に拡大し得ることをみたが，それでは，自己補完性がどのような所に発生し得る
のか，定理 2に関連した例を考察する。そのためにまず，経営戦略がケイパビリティにプラスの
効果を与える状況を，制約集合のパラメータ化として組み込む。ある経営戦略の水準を束Mに
属す変数 mで表し，mに依存して定まる制約集合を  とし，  は mに関して増加的と仮定
する。すなわち，ある経営戦略を進めることにより，組織内のケイパビリティが増加することに
よって，アクティビティ水準を増加させる余地が生じるとする。ここで，集合の増加性を正確に
定義しておく必要がある。制約集合としては常に非空部分束を考えるが，通常の順序が入った 

 の非空部分束の全体  に，誘導集合順序  を入れて考える。すなわち，
 に対し，任意の  に対して，  であると

き， とする。この順序は，  における 2点間の順序の拡張概念になっている。つまり，
 ならば  である。以下では，適切な経営戦略により自己補完性を発生させ得

ることを示すケースを 2つ示す。最初のケースは，相互補完性に基づいて自己補完性が発生する
ケースである。

定理 6 .（相互補完的なアクティビティの同時活性化に基づく補完性強化定理［ 5］） Mは  の凸部
分束，Sは  の部分束で，任意の  に対して，Sの mにおける切片  は非空で
あるとする。  とする。  は  上の実数値関数で，

 に関してスーパーモジュラー［resp.強い意味でスーパーモジュラー］，各  に
関し増加的かつアフィンとする。さらに，各  と各  に対して，  が
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非空で，それからの増加的最適選択  で，任意の  に対して，  が  

に関し増加的かつアフィンであるものが存在するならば，  は，  に関して
スーパーモジュラー［resp.強い意味でスーパーモジュラー］で，  に関して増加的かつ自己差
分増加性［resp.強い意味で自己差分増加性］を持つ。

定理 6は次のように解釈される。ある企業において，強い意味の自己差分増加性のような，単
独で強い補完性を持つアクティビティは存在しないが，相互補完性を持つ複数のアクティビティ
は存在したとしよう。このとき，強い意味の相互差分増加性を持つ 2つのアクティビティ  と 

 があった場合， 1つの企業戦略（その水準をmで表す）として，例えば，モチベーションを高
めたり，ルーティンや情報の生成や共有を促進させることによって，それら 2つのアクティビテ
ィを同時に一層活発にさせ得る仕組みを導入できたとする。ただし，  と  は，強い意味の自
己差分増加性は持たないにしても，企業利得は  と  に関する増加的なアフィン関数となっ
ていて，  および  の自己差分増加性を否定することもないとする。この時，この企業戦略の
水準を高めた結果として，  と  の水準は，今までより高い水準まで取り得るようになる。す
なわち，制約集合が拡大される。企業利得を最大化する  と  の最適水準が経営戦略の強さ
mに対して線形に増加していくものとすると，  と  が最適選択されることを前提にした企業
利得は，定理 6 により，mに関して強い意味で自己差分増加性を持つようになる。企業は，経
営戦略の工夫により，強い補完性を手に入れることができたことになる。

 2 番目のケースは，適切な経営戦略により，（ある商品・サービスに係る）顧客との関係をスー
パーモジュラー・ゲームの関係に持っていくことができたならば，スーパーモジュラー・ゲーム
における互恵性に基づく自己補完性が発生するというケースである。

定理 7 .（互恵性に基づく補完性強化定理［ 5］）  は  の凸部分束，  は  の部分直方体とし，
 をスーパーモジュラー・ゲーム［resp. スーパーモジュラー・ゲー

ムで，  は  に関して強い意味の相互差分増加性を持つ］とする。  で，
ベクトル  の任意に固定された座標を表す。  は，任意に固定された  に対して，

 に関し増加的かつアフィンで，かつ，任意に固定された  に対して，  に関して増加的か
つアフィンであるとする。  は，  上で well-defi nedな，プレイヤー 1の戦略  に対する
プレイヤー 2の最適応答戦略からの増加的選択で，  に関してアフィンであると仮定する。こ
のとき，  は  に関して増加的かつ自己差分増加性［resp. 強い意味の自己差分
増加性］を持つ。更に，  は  に関してスーパーモジュラーである。

定理 7は，次のように解釈される。ある商品（あるいはサービス）に関して，企業と顧客の間に
互恵的な良好な関係が築かれているとしよう。すなわち，スーパーモジュラー・ゲームになって
いるとする。このとき，特に顧客満足に影響を及ぼす企業のアクティビティ水準のベクトルを 
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，当該商品に係る顧客のアクティビティ水準のベクトルを  とする。そこから生じる企業の
利得を  で表し，顧客の満足度を  で表す。今，当該商品に係る企業の利得
を評価尺度とした時，  と  が強い意味で相互差分増加性を持つとする。このとき，個々のア
クティビティ  や  の水準が  に与える影響は線形で（すな
わち，強い意味の凸性はなく），企業の当該商品に係るアクティビティ水準  に対する顧客の最適
反応  が各  に対して一意に存在し，  に関して線形である（ここでも同じく，強い意味
の凸性はない）場合でも，定理 7の残りの条件が満たされれば，顧客の最適反応を前提とし，当
該商品に係る企業利得を評価尺度とした時，各関連アクティビティ  は強い意
味の自己差分増加性を持ち，また互いに相互補完性を持つ。このことは，企業にとって，顧客と
互恵的な関係を築くことが，強い補完性を手に入れることに直結していることを示している。

３．分析例

本論文の目的は，例えば企業において，どのようなアクティビティが利益に決定的に貢献して
いるのか？　アクティビティ，あるいはアクティビティ間には，どのような補完性が働いている
のか？　といったことを分析するための新しい枠組みを提供することである。従って，以下に応
用例を示すが，それは，第 2節で紹介した分析ツールのひとつの可能性を例示する試みである。
この例は，Milgrom=Roberts ［10］でも研究されたような日本式マネジメントを念頭においた一
つの企業モデルである。企業 1は，自動車の製造会社としよう。環境問題がますます重要問題と
なってきた現代において，消費者の自動車に対する嗜好における重要な尺度に，

1．燃費も含めて，価格に対して相対的に高い品質を要求する度合い
2．個性や，流行や用途に応じた車種の豊富さと，納期の短さ

などがあることは間違いないであろう。
自動車会社にとって，これらの嗜好に沿った消費者の購買行動は，重要な環境変数として，企

業の利益に直結している。この環境下で十分な純利益を得ようと思えば，消費者の要求に適合し
た製品・サービスを生み出すためのアクティビティを中心に据える必要がある。すなわち，コス
ト・パフォーマンスの良い自動車に対する要望に応えるための，

1．燃費も含めた，品質向上のための研究・開発と製品化をするアクティビティ 

2 ．数多くの車種を小ロットかつ短納期で生産することを可能にするための，時間も含めた
意味での，段取り換えを低コスト化するアクティビティ 

などは，最も利益に貢献するアクティビティであると考えられる。
今，モデルを簡略にするため，消費者のアクティビティは  が支配的に重要だとしよう。そ

れに対し，企業の主たるアクティビティは  であるとする。xの水準が上がったとき，
生産された自動車のコスト・パフォーマンスは向上するわけだが，  の水準が高いほど，つまり，
自動車の選択にあたり，コスト・パフォーマンス重視の度合いが高いほど，他社との競争におい
て，コスト・パフォーマンス向上は相対的により高く評価され，より大きな利益の増加に結びつ
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くであろう。すなわち，企業の利益  は，  に関し（強い意味の）相互差分増加性を持つ。
また，xと  に関する増加性も満たされると考えてよかろう。さらに，  と  は，企業利益
に対する効果として独立だとすると，  は xに関して，常に等号で成立するという意味で，ス
ーパーモジュール性も持つ。
次に，消費者の満足度  を考えてみる。自動車を製造・販売しているライバル企業たちは，
環境変数で表されるが，それは任意のレベルに固定して考えることになるので，関数には明示し
ない。企業 1がアクティビティを変化させて相対的品質を上昇させた時，消費者は相対的な品質
の高さを第一義と考えているので，その相対的品質重視の度合いを上げた方が，満足度の増加の
仕方が大きい，と考えても良いだろう（特に，企業 1がライバル企業と比較して相対的品質が高い場
合，その品質水準の更なる向上と消費者満足度の増加との感応度は高いと考えて良い）。従って， も 

 に関して相互差分増加性を持つと考えてよいので，企業 1と消費者の間の，この小さな
関係は，スーパーモジュラー・ゲームの構造になっている，と言える。また，最適応答  に関
しても，企業 1が製造する自動車の相対的品質の上昇に合わせて，自動車選択における相対的品
質重視の度合いを上げていくことが，消費者の満足度を最大化させるので，  は単調増加性を
持つ。従って，  が，xを任意に固定した時，  に関してアフィン，  を任意に固定し
た時，xに関してアフィン，  が xに関してアフィン関数である，と考えてよ
い状況では，定理 7より，  は，  および  に関して増加的，かつ（強い意味で）
自己差分増加性を持ち，xに関してスーパーモジュラーである（厳密には，定理 7を適用するため
には，制約集合に関する条件も満たされなければならない。ここでは，その条件は満たされると仮定し

て考えるが，制約集合が部分束であるという条件は，場合によっては，  は企業の売上高を表すという

制約になる場合もあろう）。
さて，以上の議論より，企業1が，消費者の応答を  と想定した時の利益  

は，xに関してスーパーモジュラーで，  と  に関して増加的かつ自己差分増加的であること
がわかった。すなわち，企業 1は，強い補完性を実装していると言える。
次に，（ライバル企業との比較においても優位である）コア・アクティビティと言える  と  を
補強することを考える。  および  は，品質向上アクティビティ（・ベクトル），および生産性
改善アクティビティ（・ベクトル）と一般化することができ，  および  は，それぞれ，その
中の主要なファクターであると考えられる。このとき，

1．品質向上の度合いを示す一次元の評価尺度 

2 ．生産性改善の度合いを示す一次元の評価尺度 

を企業内の目標設定のために確立できたとしよう 
1
（
）
ただし，社内的指標であるが，製品の特性を通

して，消費者も認知し得るとする）。この尺度がうまく設計されていれば，企業の利益を概算する際，
今までの議論における  の値の代わりに，それらを一般化して作った尺度である  の
値を用いても同じ議論が成り立つと考えても良いだろう。すなわち，  の代わりに，こ

1） ここでの，  に対して  を，  に対して  を対応付ける発想は， 数学における duality mappingの概
念に相当するものである。 Cf. Beurling=Livingston ［3］。
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れからは  で議論を進める。ここで，品質向上あるいは生産性改善に関わる主要
なアクティビティを全て合わせて，一つのアクティビティ・ベクトル aで表している。aに含ま
れるアクティビティは，例えば次のようなものである。まず，コア・アクティビティはそのまま
入れるべきなので，  とする。この他に，補助的アクティビティとして，

• 不良品の発生率を低下させるアクティビティ 

• より効率的で低コストな生産方式を考案し，実装するアクティビティ 

• ラインがストップした時の復旧速度を向上させるためのアクティビティ 

を考えよう。すると，典型的には，  に有意な影響を与える変数は  と  で，  に有意な影
響を与える変数は  であろう。それらのアクティビティの関数として，  と  は，
増加的かつスーパーモジュラーであると考えて良かろう。また  は  の，  は  のアクティ
ビティのレベルを評価尺度として一般化したものなので，  は  に関して，  は  に関して
線形で，従って（等号での成立であるが），自己差分増加性を持つ。以上より，定理 5 から，

 は，  に関してスーパーモジュラーで，  と  に関しては自己
差分増加性を持つ，ということがわかる（このプロセスは，更に様々な補助的アクティビティを追加
しながら続けられ，企業内の補完構造が階層化していく。補完性を維持するために重要な補助的アクテ

ィビティとしては，プロセス中にボトルネックを発生させないように管理するというアクティビティも

入るであろう）。
さて，ベクトル aにリストアップされたアクティビティの水準を上げるためには，それらアク

ティビティ水準を実現可能な，一連のケイパビリティが求められる。そのあり様は，様々な種類
があり得ようが，例えば，フレキシブル生産の場合は，次のようなケイパビリティが前提となる。

 を始めとする消費者の嗜好に応えるためのアクティビティを顕在化させるためのケイパビリ
ティとして，

1．製造装置の持つ高いフレキシビリティを表すケイパビリティ 

2 ．製造装置の高い精度を表すケイパビリティ 

3 ．工場労働者の高い柔軟性を表すケイパビリティ 

4 ．工場労働者の高い協調性を表すケイパビリティ 

5 ．工場労働者の現場での高い問題解決能力を表すケイパビリティ 

が挙げられる。例えば，  のようなケイパビリティが十分にある時，適切な教育や取り
決めで方向付けることにより（必要ならば，しかるべきケイパビリティを生み出すことにより），  

のようなアクティビティの水準を高めることが可能となる。また，「カイゼン」活動として，現
場レベルの知識や製造技術の知識を組み合わせて，新たなケイパビリティを生み出すことにより，

 や  のアクティビティにつながる治具の開発も可能となる。
経営戦略の一環として，このようなケイパビリティを高めるための方策を採るならば，相互補

完的な複数のアクティビティの水準を同時に高めることも可能となり，定理 6により，企業内の
最適行動を前提として，企業利益は，そのような方策に関して自己差分増加性を持つことになる。
日本式マネジメントに見られる（あるいは，見られた）方策は，そのようなものとして理解する
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ことができる。例えば，終身雇用制度を始めとする長期契約や年功序列制度は，自発的学習，協
調，や情報共有のモチベーションを上昇させ，  のケイパビリティを増加させる。また，
「カイゼン」を視覚化させる（具体的には，改善の結果である，自分たちで開発した全ての治具を，予
め定めた特定の統一色に彩色する例が多い）ことにより，自分たちの成果を皆に認識させ，誇りを
持たせ，また，企業として，それらの改善活動を称えていることを自覚させる。これが，

 のケイパビリティをますます増加させるモチベーションとなる。

以上の考察のまとめとして，企業組織におけるアクティビティの補完性分析の一つの方法とし
て，次のような分析の手順が提案される。

1．企業利益に大きな影響を与えるコア・アクティビティ，特に，自己差分増加性を持つア
クティビティを同定し，その補完性の源泉を明確にする。
2．コア・アクティビティと整合的（コヒーレント）で，それを補強するような補助的アク
ティビティ，特に，相互差分増加性を持つアクティビティを同定し，依存するケイパビリ
ティなど，その補完性の源泉を明確にする。
3．相互補完的関係にある複数のアクティビティの実現可能範囲を拡げるような，あるいは，
そのための源泉としてのケイパビリティの水準を上げたり，新たな必要なケイパビリティ
を獲得することにつながるような企業戦略を同定する。
4．組織内に確認された自己補完性や相互補完性に対し，それらをさらに補強する補助的ア
クティビティや企業戦略（企業内のケイパビリティに関わる戦略や，顧客との補完性に関わる
戦略）の同定を，階層的に拡大していく。

４．結語

組織の重要な機能特性であるアクティビティの階層構造をうまく利用できれば，補完性の確認
は容易になることがわかった。また，組織における補完性の構造は，組織の機能的構造と表裏一
体であることも理解された。成功している組織は，たとえ明確に意識されたものではないにして
も，長期間の試行錯誤の結果形成された事後的な補完性を有すると考えられる。そのような組織
の補完構造の分析事例が増えれば，新規の組織において，事前に補完性を有するように組織を設
計し，構築するための指針がより多く得られることになる。また，補完性分析の適用は，新規に
組織化するときに限るものではない。困難に直面し，現行組織を一旦状況化し，新しい環境に適
合した組織を補完性の観点から再構築する際にも，本論で展開した補完性分析の方法は助けにな
ろう。

補完性と階層構造
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